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１．重要な会計方針

（１）固定資産の減価償却の方法

        貸倒引当金については、健全な債権について同種、同類の債権ごとに、債権の状況に応じ

（２）引当金の計上基準

（３）消費税等の会計処理

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

「公益法人会計基準」（平成20年4月11日　最終改正令和2年5月15日　内閣府公益認定等委員会）を採用している。

有形固定資産及び無形固定資産

　建物、車両運搬具及び什器備品（ソフトウェアを含む）の減価償却については、法人税法の規定に基づく旧
定額法または定額法により計算している。

リース資産

　リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引及びリース契約１件
あたりのリース料総額が300万円以下のリース取引等少額のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る
方法に準じた会計処理によっている。

退職給付引当金

　職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき、当期末において発生していると認
められる額を計上している。
　なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて計算している。

　また、退職給付会計の導入に伴う会計基準変更時差異については、平成25年度から令和2年度までの8年間
にわたり、定額法により費用処理し、退職給付費用に計上している。

　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。
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２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

科 目

合 計

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

科 目

合 計

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

科 目

合 計

５．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

(単位：円）

　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

定期預金 20,000,000 0 0 20,000,000

普通預金 10,000,000 20,000,000 0 30,000,000

小計 30,000,000 20,000,000 0 50,000,000

特定資産

退職給付引当資産 10,430,228 102 165,519 10,264,811

小計 10,430,228 102 165,519 10,264,811

40,430,228 20,000,102 165,519 60,264,811

　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円）

当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）
（うち負債に
対応する額）

基本財産

定期預金 20,000,000 0 20,000,000 0

普通預金 30,000,000 0 30,000,000 0

小計 50,000,000 0 50,000,000 0

特定資産

退職給付引当資産 10,264,811 0 0 10,264,811

小計 10,264,811 0 0 10,264,811

60,264,811 0 50,000,000 10,264,811

(単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物 1,581,318 1,581,316 2

車両運搬具 4,314,628 4,314,624 4

什器備品 10,652,202 8,430,035 2,222,167

16,548,148 14,325,975 2,222,173

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 貸借対照表上の記載区分

補助金

10耐ﾏﾗｿﾝ補助金 甲賀市 0 500,000 500,000 0 一般正味財産

一般正味財産文化ｽﾎﾟｰﾂ財団法人
運営補助金 甲賀市 0 9,960,000 9,960,000 0

合　　　計 0 10,460,000 10,460,000 0
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1. 基本財産及び特定資産の明細

2．引当金の明細

科 目

合 計

附 属 明 細 書

　基本財産及び特定資産の明細は、財務諸表に対する注記「２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高」
にその内容を記載しているため、省略する。

(単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

退職給付引当金 18,522,409 1,079,744 165,519 19,436,634

18,522,409 1,079,744 165,519 19,436,634
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◎基本方針

◎公益目的事業

○文化・スポーツ振興及び健康増進に関する事業（公１）

） 事 業
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） 事業の対象者
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